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10　部門別職員の状況と主な増減理由 ( 各年４月１日現在 )

区　　　分
職　員　数

対前年 主　な　増　減　理　由
平成15年 平成16年

一
般
行
政
部
門

議　会 ２ ２ ０
総　務 ２４ ２５ １ 町村合併に伴う事務局職員の増
税　務 ８ ９ １ 地籍図数値化に伴う図面等の整備事務による増
民　生 ５５ ５３ △２ 合併を見据えての退職不補充による減
衛　生 １５ １５ ０
農　水 １６ １６ ０
商　工 １ １ ０
土　木 ８ ８ ０
小　計 １２９ １２９ ０

特
別

行
政

教　育 ２０ ２０ ０
小　計 ２０ ２０ ０

公
営
企
業
等
会
計

病　院 ７ ７ ０
水　道 ６ ６ ０
下水道 １ １ ０
その他 ７ ５ △２ 事務の統廃合および縮小による減
小　計 ２１ １９ △２

合　　　計 １７０ １６８ △２

(注 )　職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者などを含み、臨時または非常勤職員
　　　を除いています。

11　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

（１）　定員適正化目標（数・率）
　　　一般行政部門においては、合併を見据えた中で退職者の不補充、民間委託等により、定員の縮減を図る。
（２）　定員適正化手法の概要 
　　　機構・組織改革…行政需要に対応した組織・機構改革を実施する。
　　　公務能率の向上…事務改善・ＯＡ機器等の導入により、公務能率の向上を図る。
　　　民間委託等…施設管理業務等委託化できるものについては、積極的に委託する。
（３）定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）

区　分
14年計画
前年

15年
１年目

16年
２年目

15年～ 16年
計

(参考)
数値目標

一般行政

減　員 ５ ５
増　員
差　引 △５ △５ △３
職員数 １３４ １２９ １２９ １２９ １３１

（参考） （各年４月１日現在）　

区　分
14年計画
前年

15年
１年目

16年
２年目

15年～ 16年計
(参考)
数値目標

特別行政

減　員
増　員 １ １
差　引 １ １ △１
職員数 １９ ２０ ２０ ２０ １８

公営企業等
会計

減　員 １ ２ ３
増　員
差　引 △１ △２ △３ △１
職員数 ２２ ２１ １９ １９ ２１

計

減　員 １ ２ ３
増　員 １ １
差　引 △２ △２ △２
職員数 ４１ ４１ ３９ ３９ ３９

　　(注)　計画期間は、平成15年～平成16年の２年間である。


